
 

 令和７年度 第１回 沖縄県食品の安全安心懇話会  
 

日時：令和７年６月 10 日（火）14：00～15：00 

     場所：県庁６階 第１特別会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 議 事 次 第 ～ 
 

 １ 保健医療介護部 保健衛生統括監あいさつ 

 ２ 議事内容 

⑴ 沖縄県食品の安全安心推進計画の概要説明 

⑵ 第４期沖縄県食品の安全安心推進計画の令和６年度 

実施状況報告・第４期終期まとめ 
 

 
【配付資料】 

１ 次 第 沖縄県食品の安全安心推進計画の概要説明等 
  

２ 資料１（Ｐ１） 第４期沖縄県食品の安全安心推進計画 
令和６年度実施状況 

資料２（Ｐ２１）第４期推進計画終期まとめ 
資料３（Ｐ２３）令和 7 年度各種関連会議等予定表 

 
３ 冊 子 第４期沖縄県食品の安全安心推進計画 概要版 
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食品の安全安心確保に関する推進体制の概要 

 
1 食品安全基本法  

国内外における牛海綿状脳症の発生や輸入野菜の残留農薬問題等、食の安全
を脅かす事件の相次ぐ発生を背景に、食品の安全性の確保に関して、国民の健
康保護が最も重要であること等を基本理念として定めた「食品安全基本法」が、
平成 15 年７月に施行された。 

食品安全基本法では、国、地方公共団体及び食品関連事業者の責務や消費者
の役割が明確化され、リスク評価（食品健康影響評価）とリスク管理（リスク
評価に基づく施策の策定）、リスクコミュニケーション（関係者相互間の意見・
情報の交換）の促進等を基本的な方針として定め、食品の安全性の確保に関す
る施策を総合的に推進することとされる。 

 
2 沖縄県の取り組み 
  食品安全基本法第７条において地方公共団体は、「食品の安全性の確保に関 

し、地方公共団体の区域の社会的諸条件に応じた施策を策定し、実施する責務
を有する」と規定されていることから、沖縄県においても全庁的に各種施策を
展開している。 

【食品安全基本法施行後の取り組み】 
平成 16 年 1 月 沖縄県食品の安全安心推進本部設置 

           （沖縄県食品の安全･安心推進本部設置要綱策定、本部長：県知事） 
  平成 16 年 8 月 沖縄県食の安全・安心懇話会設置(沖縄県食の安全安心懇話会設置要綱策定） 
  平成 17 年 3 月 沖縄県食の安全・安心確保基本方針策定 
  平成 18 年 9 月 沖縄県食の安全・安心行動計画の策定（平成 18～20 年度の 3 年計画） 
  平成 19 年 7 月 沖縄県食品の安全安心確保に関する条例制定 
  平成 20 年 8 月 沖縄県食品の安全安心推進本部設置規定策定（本部長：副知事） 
  平成 21 年 4 月 沖縄県食品の安全安心推進計画 (平成 21～23 年度の 3 年計画） 
  平成 23 年 4 月 沖縄県食品の安全安心懇話会運営要綱の策定 
  平成 24 年 4 月 第 2 期沖縄県食品の安全安心推進計画 (平成 24～26 年度の 3 年計画） 
  平成 26 年 7 月～平成 27 年 3 月 第 3 期沖縄県食品の安全安心推進計画案策定 
  平成 27 年 4 月  第 3 期沖縄県食品の安全安心推進計画 (平成 27～31 年度の 5 年計画） 

令和２年４月  第４期沖縄県食品の安全安心推進計画 (令和２～６年度の 5 年計画） 
令和７年４月  第５期沖縄県食品の安全安心推進計画 (令和７～11 年度の 5 年計画） 

 
3 推進体制について 

沖縄県では、食品の安全安心に関して全庁的に取り組むため、副知事を本部
長とする「沖縄県食品の安全安心推進本部」を設置すると共に、消費者、生産
者、流通業者等の広範な分野の意見を聴取するため、保健医療介護部長が主催
する「沖縄県食品の安全安心懇話会」を設置している。各施策は 15 課で計 52
項目の施策を実施し、食品の安全安心確保対策を推進している。 
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 食品の安全安心確保について  
 
 

 
食品安全基本法（H15 年 7 月施行） 

沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例（H19 年 7 月施行） 

沖縄県食品の安全安心 
推進本部（本部長:副知事） 
･本部員 保健医療介護部長 
    生活福祉部長 
    農林水産部長 
    商工労働部長 
        文化観光スポーツ部長 
    教育長 

沖縄県食品の 
安全安心推進計画 

 
･第 1 期（H21～23 年度） 
･第 2 期（H24～26 年度） 
･第 3 期（H27～31 年度） 
･第 4 期（R2～6 年度） 
･第 5 期（R7～11 年度） 

庁内幹事課（15 課） 

 保健医療介護部（2 課）・農林水産部（8 課）・生活福祉部（1 課） 

 商工労働部（1 課）・教育庁（1 課）・文化観光スポーツ部（2 課） 

食品の安全・安心確保対策の推進   

沖縄県食品の 
安全安心懇話会 

【構成員 10 人】 
･消費者 
･生産者 
･流通業者 
･食品営業者 
･学識経験者 

意見 
聴取 

施策 
反映 
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施策の視点 基本施策

施策１
生産・出荷段階における
安全安心の確保

（１）安全な農作物の提供の推進
ア 生産現場における農薬の適正使用
イ 農薬の管理を含めた総合的な自主管理体制の取り組み
ウ 残留農薬検査等の実施

（２）安全な畜産物・水産物の提供の推進
アＴＳＥ(ＢＳＥ)対策の推進
イと畜検査・食鳥検査の実施及び食肉・食鳥肉の衛生確保の推進
ウ鶏卵衛生管理体制の整備
エ動物用医薬品等の適正使用の促進と残留検査の実施
オ水産用医薬品の適正使用の促進と残留検査の実施
カ家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化

施策目標Ⅰ 安全安心な食品の確保

施策２
製造･加工･調理･流通･販売･
消費段階における安全安心の
確保

（３）食品の製造･調理･販売段階における安全確保
ア 食品関連事業者に対する監視指導
イ 食品関連事業者の自主管理の促進
ウ 食品収去検査の実施
エ 流通食品の放射性物質検査の実施
オ 学校給食の安全性の確保

（４）食品表示の適正化の推進
ア 食品関連事業者に対する監視指導
イ 適正な食品表示の促進

（５）輸入食品の安全対策の強化
ア 検疫所と連携した監視体制の充実

施策３
食品の安全性確保のための
体制の充実

（６）食品の安全に関する調査・研究の推進
ア 農薬の使用量低減のための研究の推進
イ 食中毒についての調査研究
ウ 食品衛生検査施設における信頼性の確保

（７）緊急事態における体制の維持・強化
ア 緊急時の関係各課の連携

施策目標Ⅱ 食品に対する安心感の提供

施策４
食品の安全性に関する
理解促進

（８）安全安心な食品に関する知識の普及啓発
ア 一般消費者の食品に関する知識の普及啓発
イ 幼児・児童生徒の食品に関する理解促進
ウ 学校給食における食物アレルギーへの対応

施策５
安全安心な県産食品の推奨

（９）優良な県産食品の推奨
ア 優良県産品の推奨

施策６
食品の安全性に関する情報
の提供、公開、意見交換の
推進

（１０）食品に関する正しい情報の提供
ア 迅速な情報提供の推進

（１１）意見交換会の充実
ア 県民、食品関連事業者との意見交換会の開催

第４期推進計画体系図
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沖縄県食品の安全安心懇話会構成員名簿

             （就任予定期間：令和７年６月１日から令和９年５月 31 日） 

構成員区分 氏名 所属・役職 推薦課

(1)消費者 
古堅
ふるげん

 忠司
た だ し

 
沖縄県生活協同組合連合会 

代表理事 
生活安全安心課 

野原
の は ら

 直子
な お こ

 
ＮＰＯ法人消費者センター沖縄 
理事 

生活安全安心課 

(2)生産者 

城間
し ろ ま

 健二
け ん じ

 
沖縄県農業協同組合（ＪＡおき
なわ）農業振興本部ファーマー
ズ推進部部長 

流通･加工推進課 

上 門
うえじょう

 努
つとむ

 
株式会社沖縄県食肉センター 
総務部兼営業部部長 

畜産課 

(3)流通業者 
大城
おおしろ

 宗
そう

正
せい

 
株式会社沖縄県物産公社 
執行役員 店舗事業部長 

グローバルマーケット
戦略課 

上原
うえはら

 修
おさむ

 
イオン琉球株式会社 
取締役 商品本部長 

グローバルマーケット
戦略課 

(4)食品営業者
村野
む ら の

 勝子
か つ こ

 
株式会社オーディフ 
代表取締役社長 

薬務生活衛生課 

照屋
て る や

 ゆきの 
株式会社照屋食品 
代表取締役社長 

薬務生活衛生課 

(5)学識経験者
髙
たか

良
ら

 健作
けんさく

 
国立大学法人琉球大学 
農学部教授 

薬務生活衛生課 

伊藤
い と う

 早苗
さ な え

 
国立大学法人琉球大学 
医学部准教授 

薬務生活衛生課 
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沖縄県食品の安全安心懇話会運営要綱 
 

（設置） 
第１条  沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例(平成 19 年沖縄県条例第 39 号）第 10 条の規

定に基づき、食品の安全安心の確保に関する施策を総合的に実施するため、消費者、生産者、流
通業者等の広範な分野の意見を聴取することを目的として、「沖縄県食品の安全安心懇話会」
（以下「懇話会」という。）を設置する。 
（意見等聴取事項）  

第２条 懇話会の構成員となる者から次に掲げる事項に関する意見等を聴取する。 
(1) 食品の生産から消費に至る過程の安全安心確保対策に関すること 
(2) 食品の安全安心確保に係る消費者、生産者、食品営業者等相互の理解と協力に関すること 
(3) その他食品等の安全安心確保対策を進めるうえで必要となる事項に関すること 
（構成員） 

第３条  懇話会の構成員は、次に掲げる食品の安全安心の確保に関係する団体のうちから、10 人
以内の範囲で保健医療介護部長が決定する。 
(1) 消費者 
(2) 生産者 
(3) 流通業者 
(4) 食品営業者 
(5) 学識経験者 

２ 任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 
（会議） 

第４条 懇話会の開催は、保健医療介護部長が召集する。 
２ 保健医療介護部長は、懇話会を開催するときは、次に掲げる事項を予め構成員に通知するもの

とする。 
(1) 懇話会の日時及び場所 
(2) 県が意見等を求める事項 
(3) 県が意見等を求める事項に参考となる事項 

 （議事進行） 
第５条 懇話会の座長は、保健医療介護部長が構成員の中から指名し、座長が議事進行を行う。 

（関係者の出席） 
第６条 保健医療介護部長は、必要があると認めるときは、懇話会に関係者の出席を求め、そ 
 の意見を聴くことができる。 

（庶務） 
第７条 懇話会の運営にあたり必要となる庶務は、保健医療介護部薬務生活衛生課において処理

する。 
（補則） 

第８条  この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、保健医療介護部長が定
める。 

   附 則 
１ この要綱は、平成 23 年 4 月 18 日から施行する。 
２ 沖縄県食の安全・安心懇話会運営要綱(平成 16 年 8 月 30 日福祉保健部長決裁）は、廃止する。   
   附 則 
この要綱は、平成 24 年 5 月 16 日から施行する。 
      附 則 
この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 
      附 則 
この要綱は、平成 29 年 4 月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、令和６年 4 月１日から施行する。 
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